
11．運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（1） 運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

（2） 運営費交付金債務の当期振替額の明細

① 平成２１年度交付分
（単位：円）

（注）医療リハ・せき損については、自己収入により固定資産を取得しているため、それに係る費用等について、運営費交付金
の収益化の取扱が本部及びその他（医療リハ・せき損以外）の交付金施設と異なっております。

平成21年度 547,722,439 - 115,246,299 295,228,500 0 410,474,799 137,247,640

平成22年度 - 9,476,959,000 9,023,095,672 81,914,405 0 9,105,010,077 371,948,923
計 547,722,439 9,476,959,000 9,138,341,971 377,142,905 0 9,515,484,876 509,196,563

交付金当
期交付額

期首残高交付年度 期末残高
当期振替額

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小 計

金 額 内 訳

運 営 費 交
付 金 収 益

業 務 達 成 資 産 見 返 運
基 準 に よ 営 費 交 付 金
る 振 替 額

運 営 費 交
付 金 収 益

資 産 見 返 運
期 間 進 行 営 費 交 付 金
基 準 に よ
る 振 替 額

①費用進行基準を採用した業務：当機構の業務のうち、運営費交付金により財源
措置がなされない労災病院事業及び看護専門学校事業、勤労者予防医療センタ
ー事業の業務経費以外

運 営 費 交
付 金 収 益 ②当該業務に係る損益等

・本部及びその他（医療リハ・せき損以外）の交付金施設
ｱ）損益計算書に計上した費用の額：115,246,299

（業務委託費：105,157,500、その他の経費：10,088,799）

ｲ）固定資産の取得額：295,228,500

資 産 見 返 運 ③運営費交付金の振替額の積算根拠
営 費 交 付 金 ・本部及びその他（医療リハ・せき損以外）の交付金施設

費 用 進 行 費用115,246,299
基 準 に よ
る 振 替 額

－（期間進行基準を採用した業務は無い）

区 分

0

－（業務達成基準を採用した業務は無い）
0

資 本 剰 余 金 0

計 0

0

0

計 0

0資 本 剰 余 金

115,246,299

295,228,500

0資 本 剰 余 金

－ (会計基準第81第３項による振替額は無い)

合 計 410,474,799

410,474,799計

会計基準第81第３項
0

による振替額



② 平成２２年度交付分

（単位：円）

（注）医療リハ・せき損については、自己収入により固定資産を取得しているため、それに係る費用等について、運営費交付金
の収益化の取扱が本部及びその他（医療リハ・せき損以外）の交付金施設と異なっております。

金 額 内 訳

運 営 費 交
付 金 収 益

業 務 達 成 資 産 見 返 運
基 準 に よ 営 費 交 付 金
る 振 替 額

①期間進行基準を採用した業務：看護専門学校事業、勤労者予防医療センター事
運 営 費 交 業の業務経費
付 金 収 益

②当該業務に係る損益等
ｱ）損益計算書に計上した費用の額：946,130,791

資 産 見 返 運 （謝金：384,611,802、雑役務費：62,646,084
期 間 進 行 営 費 交 付 金 業務委託費：111,347,137、その他経費：387,525,768）
基 準 に よ ｲ）自己収入に係る収益計上額：385,804,481
る 振 替 額 （医業収入：75,136,622、雑収入：310,578,373

その他収益：89,486)
ｳ）固定資産の取得額：62,303,674

（器具備品等：62,303,674）
③運営費交付金の振替額の積算根拠

期間が経過したので、財源として予定されていた運営費交付金の計画額を収
益化

①費用進行基準を採用した業務：当機構の業務のうち、運営費交付金により財源
措置がなされない労災病院事業及び看護専門学校事業、勤労者予防医療センタ
ー事業の業務経費以外

運 営 費 交
付 金 収 益 ②当該業務に係る損益等

・本部及びその他（医療リハ・せき損以外）の交付金施設
ｱ）損益計算書に計上した費用の額：8,643,461,530

（役職員人件費：4,575,737,875、謝金：1,243,831,319
賃借料：958,698,003、業務委託費：254,403,659
その他経費：1,610,790,674)

ｲ）自己収入に係る収益計上額：738,739,978
資 産 見 返 運 （雑収入：715,170,004、その他の収益：23,569,974）
営 費 交 付 金

費 用 進 行 ｳ）固定資産の取得額：19,610,731
基 準 に よ （器具備品等：19,610,731）
る 振 替 額 ・医療リハ・せき損

ｱ）損益計算書に計上した費用の額：4,761,265,067
（役職員人件費：2,736,979,021、謝金：291,745,718、

雑役務費：103,778,958,業務委託費：302,551,085、
材料費：858,120,010、その他経費：468,090,275)

ｲ）自己収入に係る収益計上額：4,300,921,602
（医業収入：4,281,662,740、雑収入：13,240,561
その他収益：6,018,301)

③運営費交付金の振替額の積算根拠
・本部及びその他（医療リハ・せき損以外）の交付金施設
費用8,643,461,530－自己収入等744,154,929
＝7,899,306,601

・医療リハ・せき損
費用4,761,265,067＋資産取得186,822,233－自己収入等4,370,485,555
＝577,601,745

－ (会計基準第81第３項による振替額は無い)

合 計 9,105,010,077

8,496,519,077計

会計基準第81第３項
0

による振替額

8,476,908,346

19,610,731

0資 本 剰 余 金

546,187,326

62,303,674

計 608,491,000

0資 本 剰 余 金

区 分

0

－（業務達成基準を採用した業務は無い）
0

資 本 剰 余 金 0

計 0



(3) 運営費交付金債務残高の明細
（単位：円）

業 務 達 成
基準を採用
し た 業 務
に 係 る 分

○期間進行基準を採用する業務は、当機構の業務のうち、看護専門学校事業及び
期 間 進 行 勤労者予防医療センター事業の業務経費
基準を採用
し た 業 務 ○計画どおりに本事業年度に実施すべき業務を実施し、対応する運営費交付金を
に 係 る 分 収益化したため、運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額は無い。

○費用進行基準を採用する業務は当機構の業務のうち、運営費交付金により財源
措置がなされない労災病院事業及び看護専門学校業務、勤労者予防医療センタ
ー事業の業務経費以外

費 用 進 行
基準を採用 ○運営費交付金債務残高の発生理由は、経費節減・効率化に努めたこと等による
し た 業 務 経費の減少に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回ったもの。（注：運
に 係 る 分 営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとしている。）

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度以降で
収益化あるいは資産見返運営費交付金に振替える予定である。

業 務 達 成
基準を採用
し た 業 務
に 係 る 分

○期間進行基準を採用する業務は、当機構の業務のうち、看護専門学校事業及び
期 間 進 行 勤労者予防医療センター事業の業務経費
基準を採用
し た 業 務 ○計画どおりに本事業年度に実施すべき業務を実施し、対応する運営費交付金を
に 係 る 分 収益化したため、運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額は無い。

○費用進行基準を採用する業務は当機構の業務のうち、運営費交付金により財源
措置がなされない労災病院事業及び看護専門学校業務、勤労者予防医療センタ
ー事業の業務経費以外

費 用 進 行
基準を採用 ○運営費交付金債務残高の発生理由は、経費節減・効率化に努めたこと等による
し た 業 務 経費の減少に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回ったもの。（注：運
に 係 る 分 営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとしている。）

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度以降で
収益化あるいは資産見返運営費交付金に振替える予定である。

平成21年度

137,247,640

交付年度
運営費交付

0

0

残高の発生理由及び収益化等の計画
金債務残高

0

0 －（業務達成基準を採用した業務は無い）

計 137,247,640

－（業務達成基準を採用した業務は無い）

交付年度
運営費交付

残高の発生理由及び収益化等の計画
金債務残高

平成22年度

371,948,923

計 371,948,923


